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ットワークの 4 つの学問分野を統合した ICC（Innovation Core Cluster）の概念の提唱及






















た、上記 4 つの学問分野は、研究の蓄積が多いことも選択の理由である。 







































の 5 つであることを示した。 
①大学のコア・コンピタンスは研究（知識）及び教育である。 
  ②機関あるいは個人間の積極的な接触が重要である。 
  ③連携する際には多様性を確保することが重要である。 
  ④大学や企業の周辺に位置する支援産業・サービスが重要である。 
  ⑤連携に介在するコーディネーター機能が重要である。 









































ョン③クラスター・ネットワーク④変革への抵抗の 4 つの分野とした。 
 第 1 に、大学の役割、使命についての学問分野を選択した（第 2 章）。なぜなら、本研究
では、経済発展の観点からの産学官連携の効率的方策とその際の大学の役割を論じるので
あるから、そもそも大学の役割、使命は何であるのかを、研究する必要があるからである。 
 第 2 に、イノベーションの学問分野を選択した（第 4 章）。なぜなら、低迷する日本経済
の活性化のためには、イノベーションが不可欠であることは、経済産業省の経済産業審議
会等多くの場で論じられているからである。 





















 以上のような研究手法をとるということが ICC の概念の提唱の根拠である。具体的には





























































答える教員が 6 割、研究を重視すると答える教員が 4 割に対し、日本では逆に研究を重視






































（２）終戦から 1980 年代まで 












































みると、60 年代平均 10.0％、70 年代平均 4.4％と推移し、80 年代平均も 4.3％成長と比較
的高位で推移した。ちなみに、90 年代の実質経済率の平均は 1.3％と大幅に低下している22。
この間に世界における日本の経済的地位も高まり、世界のＧＤＰに占める構成比も約 2 割









例えば、我が国政府の研究開発費負担割合は、1981 年には 27.0％、82 年には 29.5％で















































































く認識され始め、科学技術の振興、産学連携が強力に推進された。表 2.1 は 90 年代後半以
降の産学連携をめぐる、政府の動きである。 
 
表 2.1 我が国における産学官連携施策の法律を中心とする変遷 
 
1995年 「科学技術基本法」制定 






















・ 大学や研究者にとって、急速に進む制度改善の状況を把握することが難しい。 等 
 （４）日本の大学の歴史の取りまとめ 












































 第 1 次世界大戦では、大学の研究者が軍事研究に従事し、大学の研究が国家･社会に貢献
できることが明らかになった。第 2 次世界大戦では第 1 次世界大戦以上に、大学は軍事研
究の面で国家に大きく貢献した36。アメリカの大学は、第 2 次世界大戦中、野蛮な技術につ
いても自己の任務と見るに至ったとさえ言われている37。 
 戦後の 1950 年には全米科学財団（ＮＳＦ：National Science Foundation）が設立され、





















で、米国は 1970 年代以降から約 10 年間、輸入制限を行い、国内産業を保護するという、
輸入保護主義をとることになった45。この状況が、80 年代以降の米国の大学の歴史にも大
きな影響を与える。 








成を目指す「中小企業技術革新法（ＳＢＩＲ：Small Business Innovation Research Act）
が成立している。同法では、外部への研究資金支援提供額が 1 億ドルを超える省庁につい
て、中小企業に一定の特別枠を設けることが義務付けられた47。  



































































































































 ２．３ 産学連携に関する日本と米国の大学の歴史的な比較 
 産学連携に関しては、現在米国のほうが活発であると言えよう。 
 第 7 章で詳述するが、ＴＬＯ，大学発ベンチャー等の活動は米国の方が活発である。 
 ２．２．（２）で指摘したように、米国の大学において使用されている研究費のうち、企
業からの資金は 7.7％（2000 年度における値）であるが、我が国ではこれよりもさらに低












































   






じた社会への貢献の 3 点ではないかと考えられる。 
 大学審議会の答申である「21 世紀の大学像と今後の改革方向についてー競争的環境の中
















 大学審議会を改組した中央教育審議会の平成 16 年 12 月 20 日の報告である「我が国の高
等教育の将来像（中間報告）」では、大学の使命として、教育と研究のほかに社会貢献を第








間とりまとめ）。平成 13 年 7 月 31 日）、経済産業省の産業構造審議会・産学連携推進小委
員会の報告（「経済活性化に向けた今後の産学連携のあり方について」（最終とりまとめ）。
平成 14 年 4 月 25 日）が取りまとめられることになる。また、実際に産学連携に関する関
心も高まることになる。以下に、いくつかの例を掲げる。 


































































































































































我が国の大学における民間等との共同研究数であるが、1983 年には実施件数が 48 件で













































 筑波大学の調査によれば、我が国の大学発ベンチャーの設立累計数（毎年 8 月現在時点
の調査で判明したベンチャー数）で見ても、2000 年の 128 社から 2003 年には 614 社と大
幅に増加している85。経済産業省の調査によれば、2004 年末には 1099 社に達していると
言う。以上、数字的に見ても、我が国の産学連携は近年大幅に強化されている。 













































































4.28）。 「知」の時代といわれる 21 世紀に入り、わが国経済の活性化への貢献のために
は産学官連携に対する期待はますます高まっている。（科学技術・学術審議会、「産学官連
携のまとめ」、「はじめに」、2003）。 














































































































































































































































































































































































































































































































 第 1 に、戦後の大学は産業界との関わりについて、比較的距離を置いて付き合ってきた
と言えるであろう。 










 第 3 に大学の役割と考えられる教育、研究及び社会貢献の関係はどのように考えるべき
であるのかが問題となる。この点に関しては、3 つの役割が並列なのか、それとも社会貢献
は教育、研究を通じて行うということなのかという 2 つの考え方がある。 
ⅰ）3 つの役割が並列ではないかと考えられるものとして以下の 2 つがあると思われる。 
①平成 16 年の中教審の報告では、「教育」｢研究｣のほかに「社会貢献｣を第 3 の使命と捉
えていくべきとしている。 
②高知工科大学が主催した第 2 回の「21 世紀・大学フォーラム」(平成 16 年 1 月 20 日
開催)において、熊谷信昭元大阪大学総長も、「大学は研究と教育と社会貢献を通じて国
家と地域に奉仕する責務がある」といっている。 
 ⅱ）社会貢献は教育、研究を通じて行うという考えと思われるものとして以下の 2 つが
ある。 



































の戦略設計図は 3 つに関する理解に基づいていなければならないとしている。3 つの内容は
①産業の変化、②コア・コンピタンス、③新しい潜在的な顧客ニーズである105。 










 3 つの条件のうち 1 つ目の「顧客に認知される価値」と言う面で言えば、すでに上記（２）


















































































































































































































































































手助け④交渉と合意⑤策略と懐柔⑥陰に陽に強制の 6 つを挙げている163。この 6 つのうち
の相当部分はモチベーションを与えることと関連しているものと考えられる。 



















































①ハマー(元ＭＩＴ教授)・チャンピー（CSC Index 社社長） 
 「リエンジニアリングとは、相互作用するプロセスである。」177
②野中郁次郎（一橋大学教授） 






























































































































 第 1 に、変革を重視している。 
  ｢イノベーションは、人間一人一人に深くかかわる個人と組織の自己変革である｣206





 また、平成 16 年 12 月 20 日に取りまとめられた中教審の報告(我が国の高等教育の将来









































































































































































































































































 「明治維新以来 100 年以上にわたり地方から東京に人材が流入することによって日本全
体の活力が促進された。しかしながら、その流れもほぼ止まり、東京における知識労働者











 本件については、既に第 2 章で詳細に検討したところであり、重複するところもあるが、
公的機関の報告書について関連する部分は以下の通りである。 
（１）大学審議会の答申『21 世紀の大学像と今後の改革方向についてー競争的環境の中で


























































































































































































































































































































































































































































































































































 第 1 に、場は接触の土俵である。この意味で、場は「接触」に結びつく。 













































































































































     第 6 章 ICC（Innovation Core Center）の概念の提唱 
 
 第 2 章から第 5 章では、大学の視点からの経済発展における産学官連携について、大学
の役割・使命、変革、イノベーション、クラスター・ネットワークについて個別に検討し
てきた。本章では、以上の検討の結果を踏まえて、大学の視点からの経済発展における産
学連携について、統合した概念としての ICC を提唱したい。 
 ICC とは Innovation Core Cluster の略称である。 
 Innovation は、第 4 章のイノベーションから導かれる、知識創造の意味である。 
 Core とは、第 2 章から導かれる大学のコア・コンピタンスのことである。 
 Cluster とは、第 5 章から導かれるクラスター・ネットワークのことである。 









具体的な事項としては、次の 5 つが挙げられると考える。 




の事項についても同様に導いた。それをまとめた結果が、以下の 5 つの要素である。 
Ⅰ:大学は研究（知識）、教育をコア・コンピタンスとする。（第 2 章からの結論） 
Ⅱ:接触が重要である。（第 3,4,5 章からの結論） 












































































































































































































































































 ６．２．１ 変化を意識すること 










































































































































































































































































































































































































































第 7 章  個別課題 
 




７．１ TLO について 
７．１．１ TLO の歴史、現状 
７．１．１．１ 米国の TLO 
 （１）歴史、現状 








450 を超える企業にライセンスが供与され 97 年に特許が切れるまで、スタンフォード大学
に合計 2 億 5 千万ドル以上のライセンス収入をもたらしたという375。 
 米国の大学の技術移転に携わる者の団体としてAUTM（Association of University 
Technology Managers：大学技術マネージャー協会）があり活発に活動を行っているが、
AUTMの調べによると米国のTLOの数は 2002 年度で 156 である376。全体の特許出願件数
は 6,509 件、収入は 998 百万ドル（約 1,250 億円）となっている。ちなみに、日本の 2002
年の承認TLOの特許出願件数は 1,335 件、収入は 4.1 億円377なので、その水準はいまだ米





図７．１ 日米の TLO の特許出願件数の比較 















図７．２ TLO を通じたローヤルティ収入の日米比較（億円） 





















































（３）米国の TLO のまとめ 
 以上から、米国の TLO の状況については、次のようにまとめられると考えられる。 













 英国の技術移転の歴史は、1945年に設立されたNRDC（National Research Development 
Corporation）から始まる。NRDC の目的は、公的資金による研究成果を民間で実現するこ
とである。その後、NRDC と他の機関との合併により BTG（British Technology Group）
が 1981 年に設立された。BTG は 1992 年に民営化され、現在に至っている。また、1980
年代以降、他の大学も独自に TLO を作って活動を行っている。 
 英国で最大の TLO はグラスゴー大学であり、50 人程度のスタッフを擁している。そのほ
かの大学では、スタッフの規模は 10－20 人程度である。 
 TLO 活動の目的は、大学の研究成果を社会に還元することであり、必ずしも利益を最優




 TLO は、地方政府の支援を受けている。スタッフは、10 人程度である。 
 TLO は、必ずしも利益追求型ではなく、大学と発明者に対して技術移転を支援し、起業
家精神を促進するためのコーディネイトを行うことを目的としている。特許化やライセン
シングによる収入は TLO 予算の 30％程度であり、全ての TLO が赤字である。 
（２）まとめ 
 ①欧州の TLO の目的は、大学の研究成果の社会還元、技術移転、企業家精神の促進であ
る。 
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②しかし、欧州の TLO は、経営的には赤字となっている。 
 
７．１．１．３ 日本の TLO 
（１）歴史・現状 
 わが国の TLO 法（「大学等技術移転促進法」）は、平成 10 年（1998 年）に制定された。
TLO 法では、大学の研究成果を民間に移転することを促進することを目的としている。現






































 承認TLO全体の出願特許数、順調に伸びており、2003 年 12 月末現在で、国内 4,425 件、
海外 1,021 件となっている389（図 7.3）。 
 また、承認 TLO 全体のロイヤリティ等の収入については、2003 年 12 月末で約 12 億円
に達している。なお、特許１件あたりのロイヤリティ等の額の１件あたりの平均は、2003
























は 967 件、累積の契約件数は 245 件、累積のロイヤルティ収入は 29 億円となっている390。 








・支援システムが確立されていない  等 
 また、中小企業を対象としたアンケート調査によると、「TLOに関する情報の不足」が一






















































































































  以上をまとめれば、日本の TLO の課題や考慮事項として、次のように言えるものと考
える。 
① わが国の TLO は、近年、その活動が活発化している。 
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７．１．１．４ TLO の歴史、現状のまとめ 
 以上 TLO の歴史・現状について、米国、欧州及び日本について見てきた。そのまとめと
して、次のことが指摘できると考える。 
（１） わが国より、TLO の歴史が長い米国、欧州の TLO の現状を見ると、経営的にはほ
とんどの TLO が赤字である。 
（２） TLO に取り組むメリットとしては、大学側が、産学連携に積極的に取り組むインセ
ンティブとなることや起業家精神の促進が挙げられる。 
（３） また、欧州・米国の TLO 活動の目的は、必ずしも特許化を行うことではなく、大
学の研究成果の普及、社会還元が挙げられている。 




７．１．２ ICC 概念を用いた TLO 活動のあり方について 



































 TLO 活動が始まったばかりのわが国において、それを担う人材は不足している。TLO が
成功するかどうかは、その活動を行う人材が鍵となる。人材が不足している場合には、TLO
活動を当面ある一定の機能に限定して行うこともやむを得ないと考えられる。 













米国の大学発ベンチャー数は、ＡＵＴＭ（Association of University Technology Managers:
大学技術マネージャー協会）の調べによると、4320 社である（1980 年から 2002 年までの
累計）396。日本の大学発ベンチャー数は、経済産業省の調べによると、1,099 社（2004 年



























ーについても注目された。特に、経済産業省が平成 13 年 5 月に発表した「大学発ベンチャ
ー千社計画」（平沼プラン）により、その活動が加速化された。 
 経済産業省の調査によれば、2004 年度末の大学発ベンチャーの数は、1,099 社で年々増
えている（図 7.7）。 
















































































































７．２．２ ICC 概念を用いた大学発ベンチャーの活動のあり方について 
























































 米国において、ビジネス・インキュベータは 1980 年時点では 12 プログラムに過ぎなか
ったが、ＮＢＩＡ（米国ビジネス・インキュベーション協会）の調べによると、1998 年に










































 同調査によれば、非営利のインキュベータが約 8 割となっている（図 7.9）。 
 また、同調査によると、一箇所当たりの入居企業数は平均して約 15 社となっている。入
居企業の業種別内訳を見ると、非営利インキュベータ、営利インキュベータともにソフト


















































































  学位や資格が必須条件でなく、幅広い体験と実務経験が重要 
 ・協力者のネットワークを外部に作ることが重要 



























   
７．３．２ ICC 概念を用いたインキュベーション活動のあり方について 































































るために、地域社会や産業界との密接な交流が必要である。」（第 2 章、2、（3）、（イ）） 










































































































































７．４．２ ICC 概念を用いた産学官連携に関する大学の教育のあり方 







































































































































































































































































































































































































































































































  ＝Innovation（I） 
（２） 大学の視点で経済発展のための連携活動を行うに際しては、大学のコア・コンピタ
ンスを用いることが効果的、効率的である。 
  ＝Core Competence（C）  
（３） クラスター・ネットワークは、経済発展のために重要な手段である。 
  ＝Cluster（C） 













 大学が産学官連携を行うに際しては、上記 ICC 概念（具体的にはⅠ～Ⅴの事項）を念頭
において具体的な活動を行えば、効率的な活動ができると言うことになる。 
 
 次に、この ICC 概念を用いて TLO、大学発ベンチャー、インキュベーション、教育等の
各具体的事例について検討を行ってみた。その結果、各具体的事例について、各項目の重
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